
 法人別事業税額等①

６ 　法　　人　　事          業　　税　　表 

区　分

②

(千円)

③

(千円)

税 額
事 業

年 度 数
税 額

事 業
年 度 数

(千円)

0

1,830 722 1,326,615

5,655,037 498 6 2,230 2,370 2,527,096

0

0

157

0

22,034

現 事 業 年 度 分

確 定 額
確定 事 業 税 額 に 対 応 す る
前 年 度 分 の 中 間 申 告 額

事 業 年 度 数
所 得 金 額

税 額
確 定 申 告 及 び 決 定

の な い 中 間 申 告

確定 申 告 が

あ っ た も の

244 993,886

①

(千円)

公 益 法 人 等 Ｃ

人 格なき 社団 等Ｄ

確 定 申 告 が
あ っ た も の

う ち 決 定

し た も の

う ち 決 定

し た も の

(千円)

2,243,871 0 0

11,425,640 498 8

897,418 0 0

48,161 3 0

5,252 28 0

697 0 32,432,110

3,526,732 0 21,984 0 51,228,763

16,223 58 90,142,624

4,060 3,336 4,847,59718,904 58 173,803,497

0 01,167 1 18,539,933

0 1 59588 2 965,324

0 0 0216 3 133,231

85

特 定 信 託 Ｆ 0 0 0 0 0

130,610 8,166 0 0 0 4清 算 法 人 Ｅ 207 0

0 0 0 0

計 Ｈ

Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ 21,082 64

法人課税信託Ｇ 0 00 0 0 0 0 0

193,572,595 12,384,637 529 8

775,655
課 税 標 準 の 特 例に よ る

課 税 分 Ｊ 0

4,060 3,341 4,847,741
法第72条の２第１項第２号、第

３号及び第４号に掲げる事業分 0 1,651,602

第

一

号

ロ

に

掲

げ

る

法

人

分

法

第

七

十

二

条

の

二

第

一

項

普

通

法

人

分

割

法

人

本県本店分

他県本店分

県 内 法 人

小 計 Ａ

特 別 法 人 Ｂ

14,941 4,044 13,624,863
合 計

Ｌ ＋ Ｍ ＋ Ｎ
64 31,539,742 724 13

法第 72条の２第 １項 第１ 号イ

に 掲 げ る 法 人 分 Ｋ 8,735,483795 0 0 0

8,768,020

0 617 4,150,168

00 0 0 0 0 0

0 5 7,010 86

195 3,871

9,773,564
事 業 税 計 L

H ＋ I ＋ J ＋ K
529 13 11,070 4,04422,034 64 22,771,722

3,851,299特別 法 人事 業税 分 N

0 0地 方法 人 特別 税 分 M 0 0



（注）

６ 　法　　人　　事          業　　税　　表 

「事業年度数」欄には、１年、６か月等の事業年度区分にかかわらず、それぞれ事業年度ごとに１件として計上し、「確定額」の事業年度におい
て、確定申告、修正申告、更正又は決定の処理がなされたものについては、最終段階で１件とした。なお、欠損法人等納付すべき税額がないもの
についても計上した。



 法人別事業税額等②（法第72条の２第１項第１号イに掲げる法人分）

区　　分

(千円)

事 業

年 度 数

事 業

年 度 数

(千円)

税 額

う ち 決 定

し た も の
① ② ③

0 0地方法人特別税分　Ｅ 0 0

事 業 税 計 Ａ ＋ Ｂ ＋ Ｃ Ｄ 8,735,483

607,571239,350,691 1,172,096 0 0

0 0 617 4,150,1680

0 82,807

特別法人事業税分　Ｆ

計 Ｃ

県 内 法 人

資

本

割

分

795 0

清 算 法 人

普

通

法

人

0 0

440,621,547 5,304,772 0 0 2,466,773

0 293,945

0 0

137,583,868

計 Ｂ

分

割

法

人

本 県 本 店 分

他 県 本 店 分

0

155,441

440,621,547 5,304,772 0 0 2,466,773

025,068,265 308,246 0

1,892,765

418,567

330,854,871 3,980,147 00

1,016,379 0 084,698,411

687,917 0

699,072

0
計 Ａ 795 0 140,032,772 1,402,604 6170

清 算 法 人 0 0 0

0 0

45,113

33

548

01 0 0 0

0 0

01,402,604 0140,032,772

588,5440 114,101,516 1,144,299 0

県 内 法 人

617 699,072

25,483

分

割

法

人

本 県 本 店 分 41 0 0

0 3649 0 4,586,281

85,0450 21,344,975 213,192 0

現 事 業 年 度 分

確 定 額
確 定 事 業 税 額 に 対 応 す る

前 年 度 分 の 中 間 申 告 額

事 業 年 度 数 所得金額、 付加

価値額又は 資本

金 等 の 額

税 額
確 定 申 告 及 び 決 定

の な い 中 間 申 告

確 定 申 告 が

あ っ た も の
税 額

う ち 決 定

し た も の

(千円)(千円)

確定 申 告 が

あ っ た も の

(千円)

所

得

割

分

0 0

他 県 本 店 分 704

0小 計 794 0

普

通

法

人

401,702,539 2,028,107

24,767,980 168,094

1,811,207

付

加

価

値

割

分

普

通

法

人

分

割

法

人

本 県 本 店 分

他 県 本 店 分

県 内 法 人

小 計

984,3230 0

0

03,247,606 0

0 0合 計 Ｄ ＋ Ｅ ＋ Ｆ 11,983,089 0 617 5,961,375795 0

区　　分

3,625,727

地方法人特別税分　Ｅ 0 0 0 0 0

事 業 税 計 Ａ ＋ Ｂ ＋ Ｃ Ｄ

0

0

27,066 0

0

0 146,475

0 0 0

0 0 699,061

1,049,251

4,366,231

306,196

6,205 0 1,280,795

9,405,170

5,721,678

119,4090

0 6,205 0 2,156,123

642 4,792,789 0 0

710,065 0

1,106,134

2,867,214

305,089

0 16,465 0 5,721,678

0 0 0 0

152,092 0 1,299 0

2,867,214 0 16,465 0

2,265,286 0 13,563 0

449,836 0 1,603 0

0
計 Ａ 642 819,441 0 0 4,396 0 1,527,369

0 00 00 0

33 107,507 0

574 689,294 0

0 280 0

事 業

年 度 数

235,934

現 事 業 年 度 分

確 定 申 告 が 翌 年 度

に な る 中 間 申 告 額

確 定 申 告 期 限 が 翌 年 度

と な る 見 込 納 付 額
中 間 納 付 額 の 歳 出 還 付 額

調定額(千円)⑦

①＋②－③＋④

＋ ⑤ ＋ ⑥
税 額 ( 千 円 )

④

事 業

年 度 数

付

加

価

値

割

分

普

通

法

人

分

割

法

人

普

通

法

人

分

割

法

人

県 内 法 人

小 計

清 算 法 人

計 Ｂ

本 県 本 店 分

他 県 本 店 分

県 内 法 人

清 算 法 人

本 県 本 店 分

小 計

他 県 本 店 分

所

得

割

分

前 年 度 に 収 入

し た も の
税 額 ( 千 円 )

⑤

当 該年度に収入

し た も の

(千円) ⑥ (千円)

90,980 176,267

1,248,798

42,63735 22,640 0

642 819,441 0

367 00

3,749 00

0 4,396 0 1,527,369

特別法人事業税分　Ｆ

資

本

割

分

普

通

法

人

分

割

法

人

本 県 本 店 分

他 県 本 店 分

県 内 法 人

計 Ｃ

2,069,919
合 計 Ｄ ＋ Ｅ ＋ Ｆ 642 6,862,708 0 0 13,030,897



(注) 「事業年度数」欄には、１年、６か月等の事業年度区分にかかわらず、それぞれ事業年度ごとに１件として計上し、「確定額」の事業年度におい
て、確定申告、修正申告、更正又は決定の処理がなされたものについては、最終段階で１件とした。　なお、欠損法人等納付すべき税額がないも
のについても計上した。

5,168 5,168

649,910 10,055,080

33,332,439 403,808 6,125,486

15,814,334 165,098

701,567666,027 2,506

00

17,828

0

324,024

403,808 6,125,48633,332,439

1,423,997

1,692,467

27,622,255

4,286,187 1,098,976

336,255 4,702,486

49,725

15,814,334 165,098 1,692,467

0

6,450434,101

0 0

12,550,511 127,889 1,376,687

49,087

当該年度において
発生した歳出還付

額 ( 千 円 )

所得金額、付加
価値額又は資本
金 等 の 額

調 定額 (千 円 )
⑧

(千円)

過 事 業 年 度 分

合計（調定額）
( 千 円 ) ⑨

⑦ ＋ ⑧

11,543 187,810

付

加

価

値

割

分

小 計

2,829,722 30,759 266,693

区　　分

18,150,269 81,004 2,237,127

普

通

法

人

分

割

法

人

本 県 本 店分

小 計

普

通

法

人

1,347,750

2,885,756

14,598,486 66,955

清 算 法 人

事 業 税 計 Ａ ＋ Ｂ＋ Ｃ Ｄ

特別法人事業税分　Ｆ

計 Ｂ

資

本

割

分

普

通

法

人

分

割

法

人

本 県 本 店分

他 県 本 店分

県 内 法 人

地方法人特別税分　Ｅ

429,237 4,054,964

所

得

割

分

他 県 本 店分

県 内 法 人

清 算 法 人

計 Ａ

分

割

法

人

本 県 本 店分

他 県 本 店分

県 内 法 人

計 Ｃ

14,115,212 87,410合 計 Ｄ ＋ Ｅ ＋ Ｆ 1,084,315



法人別事業税額等③（法第72条の２第１項第２号、第３号及び第４号に掲げる事業分）

1,113,670

277,622

35,416 0

0 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

44,231 0 2,360,701

0 82,040

0

8,393 0

0

0 0

特別法人 事業 税分 27,049 0

90,472 0 0

0

0

121,524

0

47,132 0

事 業 税 計

所 得 割 分

55

0 8,990

0

17

付 加 価 値 割 分

同号ロに

掲 げ る

法 人 分

収 入 割 分 55 30,890 0 156,896

16,291 0

合 計 55 35,641

225

195,582

0

0 197 0

0

201,6870

637,223

970,2998,590 0

1,112,7800

0 197 0

0

582,395

0

0 45,838

00

0

911,093

0 0 0

(千円)

0

(千円) (千円)

現 事 業 年 度 分

確 定 申 告 が 翌 年 度

に な る 中 間 申 告 額

確 定 申 告 期 限 が 翌 年 度

と な る 見 込 納 付 額
中 間 納 付 額 の 歳 出 還 付 額

事 業

年 度 数
税 額

事 業

年 度 数

0

0

地方法人 特別 税分

0 38,6864,526

合 計 73

付 加 価 値 割 分 0

資 本 割 分 0

事 業 税 計 0 0

0

0

特別法人 事業 税分 0

法

第

七

十

ニ

条

の

ニ

第

一

項

第

三

号

に

掲

げ

る

事

業

分

資 本 割 分

17

合 計

法第72条の２

第１項第２号

に 掲 げ る

事 業 分

収 入 割 分

合 計

区 分

同号イに

掲 げ る

法 人 分

収 入 割 分

事 業 税 計

特別法人 事業 税分 333,076

0

0

当 該 年 度 に

収 入 し た も の

①＋②－③

＋④＋⑤＋⑥

⑤

1 364,697 0

⑥

調 定 額

税 額
前 年 度 に

収入 し た も の

⑦

(千円)

0

(千円)

1 224,928 0

0

0

0 0 0

139,769特別法人 事業 税分

017 658,501

485,432 0

43,515

536,977 0

8,030

63,423

④

収 入 割 分 0 0 0 0 0 0 0

法第72条の２第

１項第４号に掲

げる事業分

0

合 計 0 0 0 0



(注) 「事業年度数」欄には、１年、６か月等の事業年度区分にかかわらず、それぞれ事業年度ごとに１件として計上し、「確定額」の事業年度におい
て、確定申告、修正申告、更正又は決定の処理がなされたものについては、最終段階で１件とした。なお、欠損法人等納付すべき税額がないもの
についても計上した。

0 0

合 計

合 計 3,228 280,850

特別法人 事業 税分 12 82,052

333,355

971,478

638,123

合 計 6,611 2,367,312

同号ロに

掲 げ る

法 人 分

156,925

所 得 割 分 172,363 3,187 41,873

収 入 割 分 656 29

法第72条の２第

１項第４号に掲

げる事業分 事 業 税 計

事 業 税 計 3,216 198,798

合 計 1,179

法

第

七

十

ニ

条

の

ニ

第

一

項

第

三

号

に

掲

げ

る

事

業

分

同号イに

掲 げ る

法 人 分

収 入 割 分 124,334 700

付 加 価 値 割 分 129,286 181

特別法人 事業 税分 279

583,095

資 本 割 分 13,869 19 45,857

9,171

事 業 税 計 900

合 計 2,204 1,114,984

特別法人 事業 税分

法第72条の２

第１項第２号

に 掲 げ る

事 業 分

収 入 割 分

326 202,013

地方法人 特別 税分 1,059 1,059

61,579 819 911,912

合 計

（ 調 定 額 ）

当該年度にお いて
発 生 し た

歳 出 還 付 額

⑦＋⑧

⑧ ⑨

(千円) (千円) (千円)

区 分

過 事 業 年 度 分

収入金額、所得金
額、付加価値額又

は 資本 金等の額

調 定 額

(千円)

0 0

0 0

特別法人 事業 税分 0 0

収 入 割 分 0 0 0

資 本 割 分 0 0 0

付 加 価 値 割 分 0



 所得階層別

    　 2 　軽減税率適用法人については、所得金額の総額によって区分した。

　(注) 1 　この表は令和４年度において確定した普通法人に係る法人の事業税額（中間申告に係る税額を除く。）に対応する所得金額（収入金
          額課税分は除く。）のうち現事業年度分について掲載した。

　　　 3 　事業年度が年２回の法人の所得の区分については、「年所得400万円以下」の欄に200万円以下のものを掲載し、以下の各所得区分に
          ついてもそれぞれ同様に掲載した。

       4 　分割法人については、主たる事務所又は事業所が本県に所在するもののみについて、所得金額の総額を掲載した。

区 分

欠 損 法 人 年 所 得 400 万 円 以 下 年所得 400万円超 800万 円 以下 年所得 800万円超 1,000万円以下 年所得 1,000万円超 5,000万 円 以下

事業年度数 事業年度数 所 得 金 額所 得 金 額 事業年度数 所 得 金 額 事業年度数 所 得 金 額 事業年度数

事

業

年

度

年

二

回

法

人

分

割

法

人

軽 減 税 率

適 用 法 人
Ａ

そ の 他 Ｂ

県 内 法 人 Ｃ

計

Ａ ＋ Ｂ ＋ Ｃ
Ｄ

0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 00 0

0 0 0

0 0 0

1 2 01,448 0 0 0 0 0

1 2 1,448 0 0 0

771,291

事

業

年

度

年

一

回

法

人

分

割

法

人

軽 減 税 率

適 用 法 人
Ｅ

そ の 他 Ｆ

県 内 法 人 Ｇ

計

Ｅ ＋ Ｆ ＋ Ｇ
Ｈ

4,512,145 939 5,358,638 244

2,589,315

57 9 10,644 4 26,628 1

67,419 27 166,972 14 128,937 105270

5,552,238

2,311,251 1,274

10,204 3,347

259 2,311,251 1,274

49

8,462 26

2,173,852 1,143 24,751,865

10,531 3,405 28,112,4714,590,208 970 5,552,238 259

28,112,471
合 計

Ｄ ＋ Ｈ
10,532 3,407 4,591,656 970

千円 千円 千円 千円

年 所 得 1 億 円 超 10 億 円 以 下 年 所 得 10 億 円 超 合 計

事業年 度数 所 得 金 額所 得 金 額 事業年 度数 所 得 金 額 事業年 度数 所 得 金 額

事

業

年

度

年

二

回

法

人

分

割

法

人

軽 減 税 率

適 用 法 人
Ａ 0

事業年度数

県 内 法 人 Ｃ 0

区 分

年 所 得 5,000 万 円 超 1億円 以 下

0

そ の 他 Ｂ 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

1,448

計

Ａ ＋ Ｂ ＋ Ｃ
Ｄ 0 0 0 0

0 0 0 0 0 3

0 0 3 1,448

0

事

業

年

度

年

一

回

法

人

分

割

法

人

軽 減 税 率

適 用 法 人
Ｅ

そ の 他 Ｆ

39 2,786,683 52 12,445,290

18,550,220 11 33,486,428

1 1,129,342

2,307,150

21 1,601,450 51

2

284 19,998,419 270

224 15,610,286 167県 内 法 人 Ｇ 41,191,329

54,455,123180

558 20,491,766

合 計

Ｄ ＋ Ｈ 17,010 169,675,794

169,674,34617,007

14

72,186,839 14 36,922,920

36,922,920284 19,998,419 270 72,186,839

16,269 94,727,457

計

Ｅ ＋ Ｆ ＋ Ｇ
Ｈ

千円 千円 千円 千円



 分割法人の所得金額①



　(注)　1 　この表は、令和４年度において調定した法人のうち２以上の都道府県に事務所又は事業所を有する普通法人（清算法人を除く。）について掲載した。

　　　　3　 所得課税分（外形対象法人分）の税額には付加価値割額及び資本割額を含んでいる。

　　　　2 　「法人数」欄は､６か月事業年度の法人については３事業年度をもって１納税義務者とし､「事業年度数」欄は､６か月等の区分にかかわらずそれぞれ事業年度ごとに
　　　　　　１件として掲載した。



 分割法人の所得金額②（法第72条の２第１項第１号イに掲げる法人分）



　(注)　1 　この表は、令和４年度において調定した法人のうち２以上の都道府県に事務所又は事業所を有する普通法人（清算法人を除く。）について掲載した。

　　　　3　 所得課税分（外形対象法人分）の税額には付加価値割額及び資本割額を含んでいる。

　　　　2 　「法人数」欄は､６か月事業年度の法人については３事業年度をもって１納税義務者とし､「事業年度数」欄は､６か月等の区分にかかわらずそれぞれ事業年度ごとに
　　　　　　１件として掲載した。



 （法第72条の２第１項第２号、第３号及び第４号に掲げる事業分）

法

第

七

十

二

条

の

二

第

一

項

第

四

号

に

掲

げ

る

事

業

送配電事業を主たる事

業とする法人

発電事業等及び特定卸

供給事業を主たる事業

とする法人

ガス供給業及び倉庫業を主

たる事業とする法人

生命保険業を主たる事

業とする法人

損害保険業を主たる事

業とする法人

少額短期保険業を主た

る事業とする法人

貿易保険業を主たる事

業とする法人

ガス供給業及び倉庫業を主

たる事業とする法人

製造業を主たる事業と

する法人

上記以外の事業を主た

る事業とする法人

発電事業等及び特定卸

供給事業を主たる事業

とする法人

送配電事業を主たる事

業とする法人

製造業を主たる事業と

する法人

上記以外の事業を主た

る事業とする法人

法
第

七
十

二
条

の
二

第
一

項
第

三
号

に
掲

げ
る

事
業

法
第

七
十

二
条

の
二

第
一

項
第

二
号

に
掲

げ
る

事
業

ガス供給業及び倉庫業を主

たる事業とする法人

発電事業等及び特定卸

供給事業を主たる事業

とする法人

上記以外の事業を主た

る事業とする法人

発電所接続電線路割 0 0 0 0

総固定資産割 0 0 0 0 0 0

事務所数割 0 0 0 0

従業者数割 0 0 0 0 0 0

従業者数割 2 2 25,621 15,117 0 0 5,718

総固定資産割 0 0 0 0 0 0

0 0

従業者数割 0 0 0 0 0 0 0

事務所数割 9,327 5,336 0 0 1,958

0 0 0 0 0総固定資産割 0 0

総固定資産割 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

0

0 7,676

0 0 0 0

2 2

0

発電所接続電線路割 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0 0

0

発電用固定資産割 0 0

0 0 0

0

従業者数割

0 0

0

事務所数割 0

0 0

従業者数割

総固定資産割 0

0

従業者数割 0

0

0

事務所数割

事務所数割

0 0 0

0

0 0 0 0

0

0 0 0

0

00

④ ⑤

(千円) (千円) (千円) (千円)

分 割 法 人

本 県 本 店 分

法 人 数
事 業

年 度 数

収 入 金 額 所 得 金 額 付 加 価 値 額 資 本 金 等 の 額

0

　　　　(千円)

0発電用固定資産割 0

0

区分

従業者数割

事 業 税 額

① ② ③

0 0

総固定資産割

総固定資産割

従業者数割

0

事務所数割 0

事務所数割

0

発電所接続電線路割

従業者数割

総固定資産割

合　　計

0

34,948 20,453 0



送配電事業を主たる事

業とする法人

発電事業等及び特定卸

供給事業を主たる事業

とする法人

ガス供給業及び倉庫業を主

たる事業とする法人

生命保険業を主たる事

業とする法人

損害保険業を主たる事

業とする法人

少額短期保険業を主た

る事業とする法人 従業者数割

貿易保険業を主たる事

業とする法人

製造業を主たる事業と

する法人

上記以外の事業を主た

る事業とする法人

法
第

七
十

二
条

の
二

第
一

項
第

三
号

に
掲

げ
る

事
業

発電事業等及び特定卸

供給事業を主たる事業

とする法人

送配電事業を主たる事

業とする法人

ガス供給業及び倉庫業を主

たる事業とする法人
総固定資産割

製造業を主たる事業と

する法人

上記以外の事業を主た

る事業とする法人

事務所数割 0 0 0

0 0 0 0

従業者数割 7 7 59,966 23,331 177 419

0

従業者数割 0 0 0 0 0 0

法

第

七

十

二

条

の

二

第

一

項

第

四

号

に

掲

げ

る

事

業

ガス供給業及び倉庫業を主

たる事業とする法人

発電事業等及び特定卸

供給事業を主たる事業

とする法人

上記以外の事業を主た

る事業とする法人

発電所接続電線路割 0 0 0 0

総固定資産割 0 0

従業者数割 16 16 129,355 4,435 19,144 42,181 1,497

総固定資産割 0 0 0 0 0 0

1,368

事務所数割 292,806 10,889 81,977 257,823 3,754

総固定資産割 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

2 2

1

1

1,005,23859 59 114,247,372 409,428 1,979,962 11,171,096合　　計

従業者数割

6 5,424,525 92,693 466,836 2,762,705 29,089総固定資産割 6

発電所接続電線路割

0

発電用固定資産割 15,515,541 278,080 1,411,828 8,107,968 81,258

0 0 0

0 0 0 0 0

事務所数割

0 0 0従業者数割 0

事務所数割

0

0

0

0 0

0 0

0

96,814従業者数割

0

0

事務所数割 0

0 0

34,780 454

総固定資産割 1

発電用固定資産割

97,866

事務所数割 22,836,669 227,714

9,708,438

事務所数割

0

254,220

従業者数割

12,852 169

総固定資産割 0

25,536,824

10,568,451 89,077

14,469,354 121,958

総固定資産割 1

発電所接続電線路割

⑨ ⑩

付 加 価 値 額 資 本 金 等 の 額 事 業 税 額

⑥ ⑦

分 割 法 人

他 県 本 店 分

法 人 数
事 業

年 度 数

収 入 金 額 所 得 金 額
区分

9 9

17 17

⑧

(千円) (千円) (千円) (千円) 　　　　(千円)

法
第

七
十

二
条

の
二

第
一

項
第

二
号

に
掲

げ
る

事
業

9,657,811

従業者数割 0



法

第

七

十

二

条

の

二

第

一

項

第

二

号

に

掲

げ

る

事

業

送配電事業を主たる事

業とする法人

発電事業等及び特定卸

供給事業を主たる事業

とする法人

ガス供給業及び倉庫業を主

たる事業とする法人

生命保険業を主たる事

業とする法人

従業者数割

事務所数割

従業者数割 0 0 0 0 0

法

第

七

十

二

条

の

二

第

一

項

第

三

号

に

掲

げ

る

事

業

発電事業等及び特定卸

供給事業を主たる事業

とする法人

送配電事業を主たる事

業とする法人

ガス供給業及び倉庫業を主

たる事業とする法人
総固定資産割

製造業を主たる事業と

する法人

上記以外の事業を主た

る事業とする法人

法

第

七

十

二

条

の

二

第

一

項

第

四

号

に

掲

げ

る

事

業

ガス供給業及び倉庫業を主

たる事業とする法人

発電事業等及び特定卸

供給事業を主たる事業

とする法人

上記以外の事業を主た

る事業とする法人

事務所数割

発電所接続電線路割

従業者数割

従業者数割

総固定資産割

総固定資産割 0

0

0 0 0 0

0 0 0 0 0

総固定資産割 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0

従業者数割

59,966 23,331 177 419 1,368

損害保険業を主たる事

業とする法人

少額短期保険業を主た

る事業とする法人
従業者数割

貿易保険業を主たる事

業とする法人

製造業を主たる事業と

する法人

上記以外の事業を主た

る事業とする法人 0 0

0 0 0

169

(千円)

12,852 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

302,133 16,225 81,977 257,823 5,712

154,976 19,552 19,144 42,181 7,215

34,780

0

0

0

事務所数割

114,282,320 429,881 1,979,962 11,171,096 1,012,914

0 0

0

0

0

466,836 2,762,705 29,089

発電所接続電線路割 0 0 0

総固定資産割 5,424,525 92,693

81,258

0 0

従業者数割

0 0

発電用固定資産割 15,515,541 278,080 1,411,828 8,107,968

0

0 0

0 0 96,814

0

0 0 0 0

9,708,438 0

454

総固定資産割

総固定資産割

0 0 0

0 0 0 0 0

事務所数割 25,536,824

0 0

0 0 0 0 0

事務所数割

(千円) (千円) 　　　　(千円)

発電所接続電線路割

① ＋ ⑥ ⑪ ② ＋ ⑦ ⑫ ③ ＋ ⑧ ⑬ ④ ＋ ⑨ ⑭

9,657,811 0

0 0 0 227,714

14,469,354

0 0 97,866

事務所数割 22,836,669

0 0 0 254,220

従業者数割

0 0 89,077

発電用固定資産割 0 0 0

0 0 0 121,958

総固定資産割 10,568,451 0

⑤ ＋ ⑩ ⑮

(千円)

小 計

収 入 金 額 所 得 金 額 付 加 価 値 額 資 本 金 等 の 額 事 業 税 額
区分

分 割 法 人

従業者数割 0

合　　計

事務所数割



従業者数割

事 業 税 額

⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳

県 内 法 人

法 人 数
事 業

年 度 数

収 入 金 額 所 得 金 額 付 加 価 値 額 資 本 金 等 の 額

(千円) 　　　　(千円)

区分

総固定資産割 0

発電所接続電線路割

(千円)

00

総固定資産割 2,018,203 23,640

総固定資産割

法
第

七
十

二
条
の

二
第

一
項

第
二
号

に
掲

げ
る

事
業

送配電事業を主たる事

業とする法人

発電事業等及び特定卸

供給事業を主たる事業

とする法人

ガス供給業及び倉庫業を主

たる事業とする法人

生命保険業を主たる事

業とする法人

損害保険業を主たる事

業とする法人

少額短期保険業を主た

る事業とする法人 従業者数割

貿易保険業を主たる事

業とする法人

製造業を主たる事業と

する法人

上記以外の事業を主た

る事業とする法人

0

発電用固定資産割

0 0

事務所数割

従業者数割 0 0

事務所数割

6 6

0

総固定資産割

従業者数割 0 0 0

総固定資産割

00 00 0総固定資産割 0法

第

七

十

二

条

の

二

第

一

項

第

四

号

に

掲

げ

る

事

業

ガス供給業及び倉庫業を主

たる事業とする法人

発電事業等及び特定卸

供給事業を主たる事業

とする法人

上記以外の事業を主た

る事業とする法人

発電所接続電線路割

従業者数割

事務所数割

合　　計 96 96 48,696,045 775,925 539,040 21,237,528 735,919

(千円) (千円)

0 0 0 0

00

21,237,528 712,279

発電所接続電線路割

46,677,842 775,925 539,040

製造業を主たる事業と

する法人

上記以外の事業を主た

る事業とする法人

総固定資産割

事務所数割

事務所数割

従業者数割

従業者数割

事務所数割

事務所数割

従業者数割

従業者数割 0 0

90 90

発電用固定資産割法

第
七

十
二

条
の
二

第
一

項
第

三

号
に

掲
げ
る

事
業

発電事業等及び特定卸

供給事業を主たる事業

とする法人

送配電事業を主たる事

業とする法人

ガス供給業及び倉庫業を主

たる事業とする法人
総固定資産割



　(注)　1 　この表は、令和４年度において調定した法人のうち２以上の都道府県に事務所又は事業所を有する普通法人（清算法人を除く。）について掲載した。

　　　　3　 所得課税分（外形対象法人分）の税額には付加価値割額及び資本割額を含んでいる。

　　　　2 　「法人数」欄は､６か月事業年度の法人については３事業年度をもって１納税義務者とし､「事業年度数」欄は､６か月等の区分にかかわらずそれぞれ事業年度ごとに
            １件として掲載した。

区分

454

0 0 89,077

発電用固定資産割 34,780 0 0

総固定資産割

発電所接続電線路割

0 23,640

254,220

従業者数割 9,708,438 0 0

0 0 169総固定資産割

(千円)

0

22,836,669 0 0 0

2,018,203 0 0

12,852 0

14,469,354 0 0

0

0

合 計

収 入 金 額 所 得 金 額 付 加 価 値 額 資 本 金 等 の 額 事 業 税 額

⑪ ＋ ⑯ ⑫ ＋ ⑰ ⑬ ＋ ⑱

97,866

(千円) (千円) 　　　　(千円)

法

第

七

十

二

条

の

二

第

一

項

第

四

号

に

掲

げ

る

事

業

ガス供給業及び倉庫業を主

たる事業とする法人

発電事業等及び特定卸

供給事業を主たる事業

とする法人

上記以外の事業を主た

る事業とする法人

0

0 0 0 0

従業者数割

0

従業者数割 59,966 23,331 177 419

15,515,541

従業者数割

0 0 0

総固定資産割

法

第

七

十

二

条

の

二

第

一

項

第

三

号

に

掲

げ

る

事

業

発電事業等及び特定卸

供給事業を主たる事業

とする法人

送配電事業を主たる事

業とする法人

ガス供給業及び倉庫業を主

たる事業とする法人
総固定資産割

製造業を主たる事業と

する法人

上記以外の事業を主た

る事業とする法人

発電用固定資産割

総固定資産割

事務所数割

0 0

従業者数割 0 0

事務所数割

0 0 0

0 0

総固定資産割

0 0

1,368

事務所数割 302,133 16,225 81,977 257,823 5,712

154,976 19,552 19,144

合　　計 162,978,365 1,205,806 2,519,002 32,408,624 1,748,833

0 0

0 0

0

0 0

従業者数割

0

発電所接続電線路割 0 0

0 0

0

42,181 7,215

0 0 0

96,814

0 0 0

0 0 0 0 0

25,536,824

10,568,451

0 0

法

第

七

十

二

条

の

二

第

一

項

第

二

号

に

掲

げ

る

事

業

送配電事業を主たる事

業とする法人

発電事業等及び特定卸

供給事業を主たる事業

とする法人

ガス供給業及び倉庫業を主

たる事業とする法人

生命保険業を主たる事

業とする法人

損害保険業を主たる事

業とする法人

少額短期保険業を主た

る事業とする法人
従業者数割

貿易保険業を主たる事

業とする法人

製造業を主たる事業と

する法人

上記以外の事業を主た

る事業とする法人

121,958

⑭ ＋ ⑲ ⑮ ＋ ⑳

0

従業者数割 0 0 0 0 0

278,080 1,411,828 8,107,968 81,258

0 0

事務所数割

0 00

0

227,714

9,657,811 0 0 0

事務所数割

事務所数割

従業者数割

事務所数割

総固定資産割

(千円)

868,618 1,005,876 24,000,233 741,368

0

0 0 0 0 0

0

発電所接続電線路割 0 0 0 0 0

0

00 0

0 0

0

0 0総固定資産割

52,102,367



  資本金別法人数

　(注)　1 　分割法人については、当該法人の主たる事務所又は事業所が本県に所在するものについてのみ掲載した。

　　　  2 　資本金区分は､最終事業年度の期末現在によった。

　非課税事業

(注)　1　この表は、法人にあっては令和４年２月１日から令和５年１月31日までの間に事業年度が終了したもののうち確定申告のあったものについてのみ、
　　　 個人にあっては現年課税分についてそれぞれ掲載した。

　　　2　分割法人（個人）については、当該法人（個人）の主たる事務所又は事業所が本県に所在するものについてのみ掲載した。

　
　　　　　区分

　資本金別

10,142 16,20065 323 730 6,058

0 1

合 計 278 129 407 258

0 2 2 0100 億 円 以 上 0

0 00 0 1 0

10 2

50 億 円 超

100 億 円 未 満 0 1 1 0

0 0 0 050 億 円

0 40 0 10 4

00 0 0 00

10 億 円 超

50 億 円 未 満 3 7 10 0

1 0 1 010 億 円

2 440 0 24 42

00 1 0 00

1 億 円 超

10 億 円 未 満 9 15 24 0

4 8 12 51 億 円

184 38116 43 115 197

5810 22 27 315

5,000 万 円 以 上

1 億 円 未 満 43 29 72 27

102 43 145 56
1,000 万 円 超

5,000 万 円 未 満

1,897 3,07715 61 125 1,180

2,33076 221 1,119 1,21120

1,000 万 円 49 15 64 46

53 8 61 84
300 万 円 以 上

1,000 万 円 未 満

2,4291 41 56 849

7,87692 153 2,640 5,2368

300 万 円 未 満 14 1 15 40 1,580

分 割 法 人 県 内 法 人

小

計

① ＋

②

③

利 益 法 人

④

欠 損 法 人

⑤

小 計

④ ＋ ⑤

⑥

３ 以上

の 県に

ま たが

る もの

計

②

利 益 法 人 欠 損 法 人

２ の 県

に また

が るも

の

３ 以上

の 県に

ま たが

る もの

計

①

２ の 県

に また

が るも

の

10,465 16,930

03 0 0 02 1

0 0 0 011 0

595 80 324 886,465

0 0 0

68

0

0 0

14 0 14

00 0 0 0

66

0 2

2 0 3 0

1,264 1,287

01 0 0 01 0

2

1

39 41

269 227 496

0

9 0 3

80 0

8,029 279 25 170

52,551 34 5 28

1,244 1,958

46 211,621 2,485 198 47

2,701 5,328

73 3 72 163,202

45

不 申告

法 人

864

合 計 そ の 他

休 業

中

の 法

人

清 算

中

の 法

人

所 在

不 明

法 人

利 益 法 人

① ＋ ④

欠 損 法 人

② ＋ ⑤

計

③ ＋ ⑥

0

0

235 235 177,691 0計

農 業 182

6,644

人 員

182

0

171,047

0 0

区 分

0鉱 物 の 掘 採 事 業

林 業 53 53

法 人 個 人

法 人 数 事 業 年 度 数
所 得 金 額 所 得 金 額

( 千 円 ） ( 千 円 ）



　収入金額課税

(注)　1　この表は、令和３年度において調定したもののうち現事業年度分について掲載した。
　　　2　分割法人においては、当該法人の主たる事務所又は事業所が本県に所在するものについてのみ掲載した。


